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I 総 評 

基準1 教育理念・目的・育成人材像 

東京栄養食糧専門学校（以下「当該専門学校」という。）は、昭和 14(1939）年に東京都文京区本郷真

砂町に創立した食糧学校がその前身である。 

その後、昭和 21(1946）年に現所在地の東京都世田谷区池尻に移転し、昭和 28(1953）年に学校法人

食糧学院（以下「設置法人」という）を設立、昭和 51(1976）年には現在の校名である東京栄養食糧専門学

校に校名を改めている。 

設置学科は衛生専門課程の管理栄養士科と栄養士科であり、平成 27(2015）年 5 月 1日現在の学生

数は 677名である。 

当該専門学校の教育目標は「食・栄養・健康・医療・教育」に関して、「創造と科学と実践の教育」を強化

し、かっ、社会に信頼の得られる「食」の適切な指導が行える、高度な栄養士・管理栄養士の人材育成とし 

てし 、る。 

関連業界の学外委員を含む教育課程編成委員会及び学校関係者評価委員会での意見を授業計画

に取り入れ、給食受託会社、病院等と協定し、校外実習、臨地実習を実施している。また、40 名前後のク

ラス編成で、実習・実験・演習授業に重点をおいた参加型授業を実施している。また、クラス担任制で、学

生一人ひとりに対応できる教育システムを構築している。 

当該専門学校では創立 70 周年を契機に、ブランドイメージの刷新をはかり、校章、校歌を新しく制定し

ている。また、社会のニーズに的確に対応し、高等学校の新卒ばかりではなく、大学・短大・専門学校の卒

業生、社会人等キャリアアップ、スキルアップを目指す者など多様な学生に対応した教育課程の編成に努

めている。 

また、76 年の歴史を持つ「食に関わる総合学園」として 16,000 人以上の「食と健康」のスペシャリストを輩

出してきた特長を生かし、関連業界との連携を強化し、実学志向に基づく実践的な職業専門教育をさらに

充実していくとしている。 

基準2 学校運営 

基本的な経営方針は設置法人の理事会・評議員会で定めており、学校における具体的な運営方針は

学内運営委員会で検討し、教職員に周知している。教職員には学科学年会議、教職員会議等により運営

方針などの情報を提供し、方針に基づいた業務の伝達・調整を図っている。 

年間事業計画は年度の事業方針及び教育方針のもと策定している。中長期計画については継続する

年度計画の中で読み取れるが、3 年から5年の中長期計画として策定し、明文化することが望まれる。 

設置法人では寄附行為に基づき理事会・評議員会が適切に開催されており、学校では運営組織体制

を整え、校務分掌によりそれぞれの組織の役割を規定している。 

教員の採用については、設置基準、栄養士法施行規則等に則り、定められた教員数を配置し、履歴・

業績審査、面接により管理栄養士・栄養士養成に相応しい人材の確保に努めている。 

人事考課は、年 2 回実施しているが、学校としては評価方法について、適正を期するために、細部にわ

たる評価基準など規程の見直しが必要であるとしている。昇格及び給与については、規程を定め運用して

いる。 
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意思決定の階層・権限等については明確化されており、最終的には校長を中心とした運営委員会が意

思決定を行っている。 

情報システムではイントラシステムの整備により、業務効率を高める情報システム化がなされており、 

学内回覧や情報伝達はスピーディーに伝わるようにしている。今後の課題として、さらに細かい成績管

理や出席管理、各種奨学金利用者情報などのシステム構築を図っていきたいとしている。 

基準3 教育活動 

当該専門学校では、資格取得に特化した教育課程を編成しており、教育課程編成委員会の学外委員

からの意見など、企業・業界団体等と密接に連携し、より実践力を身につけた人材の育成に努めている。 

教育課程編成については、シラバスに単位数や授業内容を明記している。少人数制のクラス編成で、担

任制をとっており、演習・実習等においてはグループワークによる全員参加型の授業を実現している。 

また、職業実践教育推進室を設置し、より実践的な教育活動計画を策定し、企業による出張講義、公開

授業の実施などに取組んでいる。 

授業評価については、年 2 回、学生による授業評価を実施しており、教職員に対し面接などを通して、フ

ィードバックしている。 

成績評価基準については、学生便覧に明示しており、オリエンテーションにおいて詳細に説明している。 

進級、卒業の認定は、進級・卒業認定会議を開催し、決定している。 

資格・免許取得の指導体制としては、管理栄養士科 4 年生後期に、国家試験に特化した教育課程で

授業を行っており、栄養士科で卒業後、管理栄養士を目指す学生に対して、卒後教育も実施している。 

また、希望者には、栄養教諭等、より専門性の高い資格取得の講座を受講できるようにしている。 

教員の採用は、設置基準及び養成指定施設基準の要件及び経歴等を確認し採用している。教員の資

質向上のため、教員による授業見学週間の実施や、大学病院の協力を得て教育研修計画を策定し、実

施している。 

教員の組織体制は、各種委員会等役割分掌を定め、学校運営、教育活動にあたっている。 

基準4 学修成果 

就職率の目標は、重点課題として事業計画書に目標値及び具体的なスケジュールを定めている。 

就職指導課が進路希望調査を実施し、学生の希望状況を把握して担任教員及び就職指導課教員へ

進捗状況を報告している。また、学生には、就職活動報告書の提出を求めている。 

就職活動に関する情報は、就職指導課が収集し管理しており、データは学科・クラス別に表にまとめ月

ごとに関係会議等に報告している。 

就職先は栄養関係の業界にほぼ特化されており、職場の状況が理解できるように、卒業生による講話、 

学内での企業説明会などを実施している。その結果、専門分野への高い就職率を維持している。 

管理栄養士の国家試験合格率は、事業計画書に目標値を定めて、教育課程に国家試験対策を導入し

ている。管理栄養士国家試験合格率については、学校別合格者リストにより比較検討しており、合格実績

にもとづき、指導方法のあり方について検討している。 
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基準5 学生支援 

就職支援は、クラス担任、就職指導課、キャリアセンターの三者による体制で実施している。就職相談は

主にクラス担任が行っており、就職指導課は就職先の紹介、面接指導等を行うとともに、就職ガイダンスや

学内企業説明会を主催している。キャリアセンターは最新の情報収集や求人の獲得などを担当している。 

職場理解のため、関連業界の講師による講義、卒業生による講話及び関連企業を学内に招いての企

業説明会を実施している。また、キャリア教育として、栄養士科 1年後期、管理栄養士科 3 年後期にキャリ

アデザイン講座を実施している。 

中途退学低減については、クラス担任による指導・個別相談、保護者との連携により取組んでいる。また、 

心理的な問題に対しては、専任カウンセラーの活用を図っている。問題事例については、教職員会議にお

いて報告し、教職員全員が情報を共有している。 

中途退学の理由としては、近年は経済的理由で進級をあきらめるケースもあり、学校としても一時的な休

学などでの対応など、学業を断念することがないよう支援している。 

学生相談は、専任カウンセラーを配置し、個別対応可能な相談室も設置している。学生に対しては、学

生便覧に利用案内を記載し、オリエンテーション時に周知している。 

経済的支援としては、当該専門学校独自の奨学金制度等を設けており、学納金については、分納の制

度も設けている。 

健康管理については、校医を選任し、保健室も設置している。定期健康診断は、毎年 1回実施しており、 

衛生意識の啓発と教育のため、オリエンテーション及び学外実習事前指導時に健康に関する指導を実施 

してし 、る。 

遠隔地からの就学のための学生寮は必要に応じ紹介している。 

課外活動は、クラブ活動として合計 35 クラブが活動しており、学生は学生自治会を組織し、親睦旅行、 

学園祭（食糧祭）などを実施している。 

保護者会は年 1回開催しており、希望者には個人面談を行っている。保護者と教職員により構成される

教育後援会が組織されており、保護者との連携体制を構築している。 

設置法人が設置する 2 校による合同の同窓会である学友会を組織しており、各地域に支部を設け、会

員の便宜を図るとともに、学院の発展に貢献している。 

同窓会の機関紙である「糧友」は年 5 回発行されており、設置法人ホームページの卒業生向けのサイト

には、求人の情報等も掲載し、卒業生から直接、再就職の相談があった場合は、就職指導課が対応して

いる。 

基準6 教育環境 

施設・設備は、設置基準及び養成指定施設基準等に基づき整備している。図書室や各種実習室など

は必要に応じて卒業生も利用可能となっている。 

休憩・食事の施設についてはクラスごとにホームルームを割り当て、学生ホールには給湯器等の設備が

あり、学生が自由に使用できるスペースとなっている。 

施設設備の補修・更新等は年度毎、見直しを行い、環境整備に努めており、設備等の定期的な保守点

検も実施している。 

学外実習は、卒業に必要な単位となっており、実施内容はシラバスにも記載している。学外実習先とは協

定書を交わして確実な実習を担保している。 
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実習の成績評価は、実習先の指導責任者が評価している。実習先の指導者とは事前に打ち合わせを

行い、教員による実習先の巡回を実施しており、実習終了後には報告会を行っている。 

食糧祭等の学校行事は学生自治会が主体となって実施内容を提案し、運営に関わっている。 

世田谷消防署の協力により防災訓練は年2回実施している。校舎の耐震化工事については順次、工事

を実施し、現在、第 2・第 3校舎及び本館が工事改修中である。保守点検、安全管理に関しては消防設備

等の保守点検を定期的に実施している。 

なお、大規模災害発生時の対応としての備蓄の規模は、学生数等を考慮し、充実することが望まれ、危

機管理という観点からは、衛生関連の養成指定施設として、感染症対策のマニュアルの整備等、体制づく

りが必要である。 

基準7 学生の募集と受入れ 

高等学校等に対する情報提供としては、高等学校の模擬授業、進路説明会等にも参加している。当該

専門学校独自の企画としては高等学校の主に家庭科教員を対象とした研修会の実施や、高校生に対す

る食育指導など、栄養教育への理解促進を図っている。 

学生募集に関しては、オープンキャンパス、授業見学会等を実施しており、学校訪問（校内見学や授業

見学）は、随時受付を行っている。教育情報の提供では、学校案内、学生募集要項等において、学校の

教育内容、実績について、わかりやすく紹介するよう努めている。 

入試方法はA〇入試、推薦入試、一般入試、社会人特別推薦入試があり、それぞれ適正な時期に実施

している。AO 入試による入学者には、栄養士に必要な基礎的な学力を身につけさせるため、入学前に基

礎学力（生物と化学）に関する課題を与え、定期的に登校させ解説・指導している。 

入学選考は、それぞれの選考方法により、面接、調査書、推薦書、筆記試験、小論文を組み合わせて

実施している。内容は募集要項に明記している。 

入学者の実績により、次年度の予測値の算出を行い、広報等、次年度の事業計画に活用している。 

学納金は修業年限ごとに募集要項に明示し、学生便覧に明示している。入学辞退者に対する学納金の

返還については募集要項に明示している。 

基準8 財 務 

当該専門学校は、学生数で定員を割り込んでいるものの、学生生徒等納付金は増加傾向にあるところ

から収入面では特に問題は見受けられない。 

また、支出面においても全国平均に比して低く抑えられており、その結果、消費収支は収入超過となっ

ている。このことから学校部門の財務分析上の問題は見受けられない。 

一方、法人部門では、繰越消費支出超過額がある程度改善されたものの依然解消には至っていない。 

単年度でも支出超過となっており、今後、改善が望まれる。 

また、財務基盤に関する自己評価では、帰属収支差額がプラスであることを目標とし、詳細な財務比率を

計算し、財務分析を行っている。また、設置法人では、法人監事の監査に加え、監査法人が、設置法人及

び学校で監査を行っている。監査法人の報告書には、改善意見が記載されており、設置法人では、改善

計画及びスケジュールを策定し、計画に基づき改善策を実施している。設置法人自身の財務分析の活用

や計画の着実な推進と指摘事項に対する適切な対応をとおして財務状況の改善が進むことに期待した

い。 
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中長期の目標・計画では将来構想は抽象的な表現にとどまり、定性・定量的な計画の策定が課題であ

ると自己評価しており、早急な策定が望まれる。また、事業計画については、学校部門のみが提出されて

いるが、私立学校法の遵守や設置法人全体の財務改善という課題があることからも設置法人全体の事業

計画の策定が望まれる。 

監事は、寄附行為に基づき監査を実施し、監査報告書を理事会・評議員会に提出している。 

さらに、監査法人が法人本部及び学校で財務処理について、複数回にわたって監査を行っている。監

査法人からは、会計処理の適正化を指示され、修正を行っている。 

情報公開については、職業実践専門課程認定学科の基本情報など教育情報をホームページ上に掲載

し公表している。財務情報についてもホームページで公表している。 

基準9 法令等の遵守 

専修学校及び栄養士養成施設として関連する法規、設置基準を遵守している。また、ISO 14001 を取得

し、環境改善の国際標準規格の適合を推進している。 

個人情報保護への対応として、教職員室の教職員以外は入室を原則禁止とし、教職員は ID カードの

携帯を原則としている。PCによるデータベースへのアクセスは許可設定がなされており、全教職員に対して 

Webを利用した情報管理に関する悉皆研修を実施していることは評価できる。 

個人情報保護について、設置法人として個人情報保護に関する規程を定めており、学内ネットワークシ

ステムの取扱いは管理責任者及び取扱者を選任して運営するとしているが、個人情報保護について、さら

に、教職員の十分な理解と運用がなされるよう規定を遵守し取組むことが必要である。 

自己点検・自己評価については毎年定期的に実施しているが、実施体制については学校全体での取り

組みことが必要で体制整備が望まれる。学校関係者評価の実施体制については、委員を業界関係者等よ

り選任し、定期的に実施している。 

自己評価及び学校関係者評価については、結果を報告書にまとめ、評価概要をホームページで公表し

ている。その他、教育情報についてもホームページ上に公表している。 

基準10 社会貢献・地域貢献 

公共施設との連携や、地域の人々への学園祭開催案内など、長くこの地域で教育活動を行っている学

校として、積極的に地域貢献活動を行っている。 

また、設置法人の取組みとして、子供から大人までを対象にした栄養に係る講座「食育活動」など、多くの

社会貢献活動等を展開している。 

ボランティア活動としては、近隣の清掃活動及び学内での献血活動を実施している。今後の課題として、 

平成 32(2020）年の東京オリンピック・パラリンピック開催なども視野に置き、自分たちの果たすべき役割に

ついて自覚させるため、ボランティア活動をさらに推奨するとしている。 
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且 中項目の評価結果 

基準1 教育理念・目的国育成人材像 

1-1 理念・目的・育成人材像 

可
  

当該専門学校の教育目標は「食・栄養・健康・医療・教育」に関して、「創造と科学と実践の教

育」を強化し、かっ、社会に信頼の得られる「食」の適切な指導が行える高度な栄養士・管理栄

養士の人材を育成するとなっている。 

関連業界の学外委員を含む教育課程編成委員会及び学校関係者評価委員会での意見を

授業計画に取り入れ、給食受託会社、病院等と協定し、校外実習、臨地実習など、現場での実

習を実施しており、40 名前後のクラス編成で、実習・実験・演習授業に重点をおいた参加型授

業を実施している。また、クラス担任制で、学生一人ひとりに対応した教育システムを構築してい

る。 

当該専門学校では創立 70 周年を契機に、ブランドイメージの刷新をはかり、校章、校歌を新

しく制定している。また、社会のニーズに的確に対応し、高等学校の新卒ばかりではなく、大学・

短大・専門学校の卒業生、社会人等キャリアアップ、スキルアップを目指す者など多様な学生に

対応した教育課程の編成に努めている。 

また、76 年の歴史を持っ「食に関わる総合学園」として 16,000 人以上の「食と健康」のスペシ

ャリストを輩出してきた特長を生かし、関連業界との連携を強化し、実学志向に基づく実践的な

職業専門教育をさらに充実していくとしている。 

基準2 学校運営 

2-2 運営方針 

可
  

設置法人の運営方針は理事会・評議員会で定めており、当該専門学校における具体的な方 

針は学内運営委員会で審議され、決定している。 

平成 27(2015）年度の事業方針として次のように定めている。 

① 職業専門大学構想を見据えた教育内容・教育整備 

② 職業実践専門教育の深耕・介助育成教育 

③ 管理栄養士国家試験合格率日本一を目指す 

④ 学生定員数の確保 

教職員には、学科・学年会議及び教職員会議等において周知し、教務・総務事務等に関す 

る業務の伝達・調整も図られている。 

毎朝の朝礼においては、教育（経営）理念・行動規範・仕事の基本・挨拶の唱和を行い、その 

日の予定や注意事項も確認している。 
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2-3 事業計画 

可
  

年間事業計画にっいては、年度当初に発表する学院事業方針及び教育方針のもとに定めら

れている。中長期計画的な計画にっいては、継続する年度ごとの事業計画の中で読み取ること

ができるが、3 年から 5 年程度の中長期計画として定性、定量的な計画を策定することが望まれ

る。 

執行体制・業務分担は事務分掌規程、校務分掌により定めており、事業計画の進捗状況に

っいては、毎月開催の教職員会議で報告・確認され、課題にっいて検討している。 

2-4 運営組織 

可  

設
置
法
人
は
、
寄
附
行
為
に
基
づ
き
理
事
会
・
評
議
員
会
を
開
催
し
、
適
切
に
組
織
運
営
が
な
さ
れ
て
い
 

る
。
 学
校
運
営
に
関
す
る
組
織
体
制
を
整
備
し
、
校
務
分
掌
に
よ
り
そ
れ
ぞ
れ
の
組
織
の
役
割
を
規
定
し
て
い
 

る
。
教
職
員
に
は
組
織
図
、
職
務
分
掌
を
配
付
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
配
置
、
役
割
を
確
認
し
て
い
る
。
 

業
務
執
行
に
っ
い
て
は
毎
日
実
施
す
る
朝
礼
、
毎
月
実
施
す
る
教
職
員
会
議
に
お
い
て
、
実
施
状
況
の
 

確
認
を
行
っ
て
い
る
。
 

2-5 人事・給与制度 

可  

専修学校設置基準及び栄養士法施行規則に定めた教員数を配置している。採用にあたっ

ては履歴・業績審査、面接により管理栄養士・栄養士養成に必要な要件を満たし、当該専門学

校の教育目標等に照らし相応しい人材の確保に努めている。 

人事考課は、年 2 回、一次評価から三次評価まで複数の評価者により実施し、人材育成、昇

格、昇給、賞与に反映している。評価方法にっいては、より適正を期するためには、今後、評価

基準など規程の見直しが必要であるとしている。 

昇格、給与の決定は、就業規則、学院規程に規定し運用している。 

2
-
6
 

意
思
決
定
シ
ス
テ
ム
 

可  

意思決定の階層・権限等にっいては明確化されおり、最終的には校長を中心とした運営委

員会で決定している。 

校務委員会として、運営委員会、教職員会議、学科・学年会議、各種委員会、朝礼等の会

議・委員会を設置している。 

また、決定事項等は、学院内イントラシステムの整備により学内回覧としてその日の内に伝わ

るようになっている。 

2-7 情報システム 

可  

イントラシステムを整備し、学内回覧や情報伝達の迅速化を図っている。 

学生情報の管理は、既製のシステムを使い、基本情報・成績等を管理しており、詳細な

データを処理するシステム構築を今後の課題としている。 
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基準3 教育活動 

3-8 目標の設定 

可
  

資格取得に特化した教育課程を編成している。また、職業実践専門課程の認定により、より一

層企業・業界団体等と密接に連携し、授業科目や教育課程等の編成を行い、卒業方針に掲げる

①社会が求める職業人としての知識・技能の修得を身にっけた人材、②思考力・判断力・表現力

を磨き、主体性を持って、多様な人々との協働を通して、喜びと糧を得ていくことができる実践力

を身にっけた人材の育成に努めている。 

教育課程の編成にっいては、運営委員会において次年度以降のカリキュラム検討を実施して

いる。また、年 2 回実施される教育課程編成委員会における学外関連業界の委員等の意見にっ

いて、運営委員会において検討し、教育課程編成に活かしている。 

3-9 教育方法・評価等 

可
  

当該専門学校は国家資格取得を目的とした学校であり、資格取得に特化した教育課程編成

を行っており、シラバスに単位数や授業内容を明記している。 

教育課程編成においては、教育課程編成委員会における関連業界委員の意見も取り入れ編

成している。 

最大 40 名の少人数でのクラス編成で担任制をとっているため学生とのコミュニケーションは確

保されており、実験・実習・演習授業は 3-,5名単位のグループワークで実施し、全員参加型の授

業方法を実現している。 

特徴ある教育活動として、職業実践教育推進室を学内に設け、職業実践教育推進委員会に

おいて活動計画を策定し、校外実習、臨地実習の内容検討、企業による出張講義、公開授業の

実施などに取組んでいる。 

年間で前期・後期の 2 回、学生による授業評価を授業の最終回に行っており、結果は各教科

担当に対し面接などによりフイードバックしている。 

また、学生による「学級日誌」の記入を実施しており、上述の授業評価に加え、学生の視点で

の授業内容報告を毎日実施している。 

3-10 成績評価・単位認定 

可
  

成績評価には、試験成績、出席日数等により判定している。評価方法は、学生便覧に明示し、 

学生には、オリエンテーションにおいて詳細に説明している。進級・卒業の認定は、進級・卒業認

定会議を開催し、決定している。 

欠席した学生に対しては、必ず欠席レポートを提出するよう義務付け、未提出者には受験資格

を与えないなど厳格に対応している。 

なお、入学前に履修した大学、短大、専門学校等の単位は、申請者から提出された履修証明

書及び教科目内容が記載された書類に基づき審査し認定している。 

学生が外部コンテスト等で優秀な成績を収めた場合の褒賞などは、その都度、対応している。 
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3-11 資格・免許の取得の指導体制 

可
  

栄養士の資格及び管理栄養士科においては管理栄養士国家試験の受験資格取得を目標とし

て教育課程を編成している。年度ごとに授業概要（シラバス）を作成し、学生に配付し、オリエンテ 

ーションにおいて詳細に説明している。 

資格・免許取得の指導体制は、管理栄養士科では 4 年生後期、国家試験に特化した教育課

程で授業を行っており、管理栄養士国家試験の模擬試験を十数回実施している。栄養士科では

管理栄養士の国家試験を目指す者を対象とした卒後教育も行っている。 

また、希望者には、以下の資格取得の講座を受講できるようにしている。実施内容は、栄養教

諭、介護職員初任者研修、フードアナリスト 4 級、日本ハーブ検定である。 

,- 110 	I と教員・教員組織 

可  

教
員
の
採
用
は
、
設
置
基
準
及
び
養
成
指
定
施
設
基
準
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
者
に
対
し
、
経
歴
等
を
確
 

認
し
採
用
し
て
い
る
。
 

教
員
の
資
質
向
上
へ
の
取
組
み
で
は
、
教
員
に
よ
る
授
業
見
学
週
間
を
年

2回
実
施
し
、
各
科
目
の
専
門
性
 

を
超
え
た
、
教
育
指
導
上
の
相
互
理
解
を
図
り
、
同
時
に
事
例
研
究
を
行
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
間
題
意
 

識
を
持
ち
、
テ
イ
ー
チ
ン
グ
・
ス
キ
ル
の
向
上
が
図
ら
れ
て
い
る
。
 

ま
た
、
職
業
実
践
教
育
推
進
委
員
会
が
、
大
学
病
院
の
協
力
を
得
て
教
育
研
修
計
画
を
策
定
し
、
年
間
を
通
 

じ
て
教
員
の
専
門
性
の
向
上
に
取
組
ん
で
い
る
。
 

教
員
の
組
織
体
制
と
し
て
は
委
員
会
、
講
座
担
当
、
各
種
担
当
（
学
生
自
治
会
等
）
な
ど
役
割
分
掌
を
定
め
、
 

学
校
運
営
、
教
育
活
動
に
あ
た
っ
て
い
る
。
 

基準4 学修成果 

4-13 就職率 

可
  

就職率は、重点課題として事業計画書に目標値及び具体的なスケジュールを定めている。 

就職指導課が進路希望調査を実施し、学生の希望状況を把握し、就職用個人票にて担任教 

員及び就職指導課教員へ進捗状況を報告している。また、学生が就職活動を行った際は、就職 

活動報告書の提出を求め、就職活動を把握している。 

就職に関する情報は就職指導課に集め管理しており、データは学科・クラス別に表にまとめ月 

ごとに会議等で報告している。 

就職先は栄養関係の業界に特化しており、給食受託会社が多数を占め、その他、福祉施設、 

病院などとなっている。 

当該専門学校では、学生が職場の実際を理解できるように、関連業界からの講師及び卒業生 

の講話なども加えた関連企業数十社による学内企業説明会等を年 2 回実施しており、その結果、 

高い就職率を維持している。 
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4-14 資格・免許の取得率 

可
  

資格取得率向上への取組みとして、管理栄養士国家試験合格率にっいては、事業計画書に

目標値を定めて、教育課程に国家試験対策を位置づけている。 

栄養士実力認定試験 Aランク一食育栄養インストラクターにっいては、事業計画書には上位人

数の目標値及び模擬試験の実施スケジュールを定めている。 

学習支援として、管理栄養士科では 4 年後期に管理栄養士国家試験に特化した教育課程で

授業を実施しており、栄養士科では管理栄養士国家試験を目指す者を対象とした卒後講習を行

っている。 

管理栄養士国家試験合格率にっいては、厚生労働省発表の学校別合格者リストにより比較検

討しており、合格実績にもとづき、指導方法のあり方にっいて職業実践教育推進委員会において

検討している。 

4-15 卒業生の社会的評価 

可
  

76 年の歴史ある学校で、多くの卒業生が活躍しており、学校としては同窓会（学友会）等をとお

して、卒業生の状況把握をしている。 

今後は、卒業生の就職先である関連業界との連携や、長い伝統と実績をもっ学校としての認

知を高めるためにも、卒業生の社会的評価の把握に、さらに努めたいとしている。 

基準5 学生支援 

5-16 就職等進路 

可
  

就職支援は、クラス担任、就職指導課、キャリアセンターの三者による体制で実施している。担 

任は学生に近い立場で就職相談を行っており、就職指導課は就職先の紹介、面接指導等を行 

うとともに、就職ガイダンスや学内企業説明会を開催している。キャリアセンターは最新の情報収 

集や就職先の求人の獲得などを担当している。 

就職指導課は進路希望調査を実施し、学生の希望状況を把握しており、就職活動状況にっ 

いては、学生の就職用個人票（就職カルテ）にて担任教員及び就職指導課教員へ進捗状況を 

報告し、会社訪問などを行った際には、就職活動報告書を提出させている。 

就職活動の情報にっいては、就職指導課において管理しており、内定状況にっいては、就職 

指導課から出される「進路＆内定状況集計表」により教職員全員が把握できるようにしている。 

また、キャリアデザイン講座として、栄養士科 1年後期、管理栄養士科 3 年後期にキャリアデザ 

イン講座を毎週 1コマ、14 回開催し、履歴書の書き方、面接の注意事項など、就職活動に実際 

に役立っ内容で実施している。 

個別相談にっいては進路指導室を開設し、専属の教職員を置き、随時学生指導（進路相談、 

履歴書の添削、面接の方法など）を行っている。また、クラス担任も状況に応じ個別面談を行って 

いる。 
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5-17 中途退学への対応 

可
  

中途退学低減への取組みとしては、クラス担任による指導・個別相談、場合によっては各科長

との面談を実施している。併せて保護者との連携も図り、心理面での問題は専任カウンセラーを

活用している。 

学校全体としての取組みとして、欠席が続く学生等にっいては、教職員会議において学科・学

年より報告し、教職員全員が状況把握を心掛けている。 

中途退学の要因としては、進路変更、学校生活への不適応などあるが、近年は経済的理由で

進級をあきらめるケースもあり、学校としても一時的な休学などで対応するなど、学業を断念する

ことがないよう支援している。 

5-18 学生相談 

可
  

学生相談の組織体制としては、専任カウンセラー（毎週 2 日）を配置しており、学内に個別対応

可能な相談室を設置している。 

学生に対しては、学生便覧に利用案内を記載し、オリエンテーション時に周知している。また、 

必要に応じてクラス担任より個別に案内をしている。 

現時点では留学生は在籍していないが、在学した場合は、留学生担当職員を配置し、相談等

にっいてはクラス担任も対応することにしている。 

5-19 学生生活 

可
  

経済的支援では、当該専門学校独自の制度として「特待生制度」「教育後援会奨学金制度」 

「食糧学院奨学金制度」「留学生校納金減免制度」等を設けており、資格保有者、離職者に支

援金を支給している。また、学納金にっいては、分納の制度も設けている。 

入学前にオープンキャンパス等にて奨学金コーナーを設け、学校の独自の奨学金制度、日本

学生支援機構の奨学金等、相談に応じており、電話等でも適宜相談に応じている。 

健康管理に関する組織体制としては、校医を選任し、保健室も整備している。 

定期健康診断は学則に毎年 1回実施することを規定しており、これに従って毎年、4 月に校医

の立会いの下、実施している。再診にっいては、クラス担任より受診するように指導している。 

また、衛生意識の啓発と教育のため、オリエンテーション及び学外実習事前指導時に健康に

関する指導を実施している。 

学生寮は独自の寮は整備していないが、新入生から寮の相談を受けた場合、希望を聞き、適

した寮を紹介している。 

課外活動の支援体制としては、クラブ活動として茶道部、製菓クラブ他合計 35 クラブが活動し

ており、学生は学生自治会を組織し、親睦旅行、学園祭（食糧祭）、卒業パーテイーなどを実施し

ている。 

学生ホールは学生が自由に活用できる施設であり、第 2 学生ホールには PCを設置し、学生ホ 

ールで使用させ、学生の自主学習を支援している。 
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5-20 保護者との連携 

可
  

保護者との連携体制では、年 1回保護者会を開催しており、希望者には個人面談を行ってい

る。 

保護者と教職員により構成される教育後援会が中心となり、保護者と学校の連携体制を築い

ており、学生の成績・出席等にっいては、必要に応じクラス担任が連絡し、適宜、保護者を含め

た三者面談を行っている。 

5-21 卒業生・社会人 

可  

設
置
法
人
が
設
置
す
る

2 校
合
同
の
同
窓
会
（
学
友
会
）
が
組
織
化
さ
れ
て
い
る
。
学
友
会
は
設
置
法
人
内
 

に
本
部
を
置
き
、
各
地
域
に
支
部
を
設
け
て
い
る
。
支
部
は

1
8
支
部
（

H
2
7
.
3

月
現
在
）
あ
り
、
会
員
の
便
宜
を
 

図
る
と
と
も
に
、
設
置
法
人
、
学
校
の
発
展
に
貢
献
し
て
い
る
。
 

同
窓
会
機
関
紙
で
あ
る
「
糧
友
」
を
年

5回
発
行
し
、
学
院
・
学
校
か
ら
の
情
報
を
は
じ
め
業
界
ニ
ュ
ー
ス
、
同
 

窓
生
の
近
況
等
を
掲
載
し
、
卒
業
生
、
在
校
生
に
情
報
発
信
し
て
い
る
。
 

設
置
法
人
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
は
卒
業
生
向
け
の
サ
イ
ト
が
あ
り
、
イ
べ
ン
ト
の
告
知
や
求
人
の
情
報
等
も
掲
 

載
し
て
い
る
。
卒
業
生
か
ら
直
接
、
再
就
職
の
相
談
が
あ
っ
た
場
合
は
、
就
職
指
導
課
に
お
い
て
斡
旋
し
て
い
 

る
。
 

基準6 教育環境 

6-22 施設・設備等 

可
  

施設・設備・機器類等は設置基準及び関係法令に基づき整備している。各種実習室、実験 

室、視聴覚教室、健康体力教育センター、進路指導室、図書室、学生ホールなどを備え、第 2 学 

生ホールにはパソコンを設置し、学生が使用できる環境を整備している。 

また、図書室や各種実習室などは必要に応じて卒業生も利用可能となっている。 

休憩・食事の施設にっいてはクラスごとにホームルームを割り当て、休憩及び食事等でも使用 

している。 

また、第1学生ホール及びロビーにはテーブルと椅子を備え、電子レンジ・給湯器の設備があ 

り、食事も可能なスペースとなっている。バリアフリ一化にっいては一部に持ち運びのスロープを設 

置している。 

施設設備の点検・補修・更新等は、教務学生課事務担当が窓口となり、年度毎に見直しを行 

い、教育環境整備に努めている。教育機器・備品をはじめ施設・設備の保守点検は定期的に行 

っており、保守点検ラべルを貼り、随時、確認できるようにしている。 
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6-23 学外実習・インタ一ンシップ等 

可
  

学外実習にっいては栄養士科 2 年次・管理栄養士科 3 年次に必修科目として実施している。 

学外実習先は、病院、給食受託会社等であり、協定書を交わして確実な実習を担保している。 

学外実習での出席状況は、実習票に記載し、実習先の指導責任者に署名・押印を求めてお

り、成績にっいては、評価表に項目ごとに 3 段階での評価を求めている。 

実習先の指導者とは事前に入念な打ち合わせを実施しており、実習期間中は必ず教員による

巡回を実施し、報告書を作成している。実習終了後には報告会を実施し、実習の成果を確認して

いる。 

食糧祭等の学校行事は学生自治会が主体となって実施内容を提案し、運営を行っている。 

卒業生・保護者・関連業界・学生の就職先に対し必要に応じて、入学式・卒業式・体育祭・学

園祭などの行事案内を送付している。 

6- 2' ‘防災・安全管理 

可
  

防災訓練にっいては年 2 回（5 月、10 月）実施し、5 月は地震、10 月は火災訓練を目的として

行っている。実施にあたっては世田谷消防署、世田谷区役所の協力を得ており、世田谷消防署

からは防災に関する講話を受けている。 

校舎の耐震化工事にっいては順次、工事を実施しており、現在、第 2・第 3 校舎及び本館が工

事改修中である。保守点検、安全管理に関しては消防設備等の整備・点検を定期的に実施して

おり、図書室においては、書架の転倒防止策を行っている。大規模災害発生時に対応する備蓄

にっいては、学生数等を考慮し、数量等充実することが望まれる。 

感染症予防等のため、消毒液、洗剤などを配置し、取扱いのマニュアルも備えているとしている

が、当該専門学校では、衛生関連の養成指定施設として、学校全体で高い衛生意識をもっこと

が必要であり、感染症予防対策のマニュアルの整備と体制づくりが望まれる。 

また、危険をともなう設備にっいては、助手ミーテイング等で確認をしているが、責任者を明確

にするとともに取扱マニュアルの整備が必要である。 

基準7 学生の募集と受入れ 

7-25 学生募集活動 

可
  

高等学校等接続する教育機関に対する情報提供としては、高等学校への模擬授業、進路説 

明会等に参加している。 

また、当該専門学校独自の企画として、高等学校の主に家庭科教員を対象とした研修会を実 

施しており、高校生に対する食育指導など、栄養教育への理解促進も図っている。 

入学相談の対応では、オープンキャンパス、授業見学会、夜間相談会等を実施しており、校内 

見学や授業見学など学校訪問にっいては、随時受付ている。学校パンフレット、学生募集要項、 

オープンキャンパス等において、学校の特長である教育課程や就職実績などにっいて正確な情 

報をもとにわかりやすく紹介するよう努めている。 

オープンキャンパスでは模擬授業を中心に学校説明や施設・設備見学等を行っており、実施 

日は土曜日または、日曜日、夏季休暇等休日に設定し、年間 28 回程度実施している。 
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入学選考方法は AO 入試、推薦入試、一般入試、社会人特別推薦入試等により行っており、 

それぞれ適正な時期に実施している。特にAO入試にっいては、10 月に入学が許可されるが、栄

養士に必要な基礎的な学力を身にっけさせることを目的として、入学前に基礎学力（生物と化

学）に関する課題を与え、定期的に登校させ解説・指導するなどの対応を図っている。 

7-26 入学選考 

可
  

入学選考にっいては、A〇入試、推薦入試、一般入試が実施され、それぞれ判定会議により合

否を決定している。 

AO入試にっいては、生物、化学の基礎知識を問う面談も取り入れて実施している。推薦入試

にっいては、栄養士科では調査書・推薦書による書類審査、管理栄養士科では書類審査に加え

て筆記試験及び面接を実施している。 

一般入試にっいては、栄養士科では調査書と作文による審査、管理栄養士科では調査書に

加えて学力考査（国語・理科）、小論文、面接を実施し入学選考を行っている。 

入学者に関する情報は学校のシステムにて管理しており、入学者の実績をもとに次年度の予

測値の算出を行い、広報等、次年度の事業計画に活用している。 

7-27 ’学納金 

可  

学
納
金
の
算
定
内
容
、
決
定
経
過
に
っ
い
て
は
、
学
校
会
計
基
準
に
基
づ
い
た
学
納
金
（
入
学
金
、
授
業
 

料
等
）
そ
の
他
納
付
金
（
教
材
費
、
教
育
後
援
会
費
等
）
と
分
別
し
、
学
納
金
は
学
則
を
変
更
し
、
所
轄
庁
へ
届
 

出
し
て
お
り
、
そ
の
他
納
付
金
は
、
使
用
用
途
を
明
示
し
て
い
る
。
 

学
納
金
の
取
り
扱
い
に
っ
い
て
は
学
内
規
程
が
あ
り
、
そ
の
規
程
に
基
づ
き
運
用
さ
れ
て
い
る
。
 

学
納
金
の
す
べ
て
に
っ
い
て
、
修
業
年
限
ご
と
に
募
集
要
項
に
明
示
し
、
ま
た
校
納
金
は
、
学
則
に
明
示
す
 

る
と
と
も
に
、
学
生
に
新
年
度
に
配
布
さ
れ
る
学
生
便
覧
に
明
示
し
て
い
る
。
入
学
希
望
者
に
対
し
て
は
、
募
集
 

要
項
に
明
記
し
、
オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
等
で
説
明
を
行
っ
て
い
る
。
 

入
学
辞
退
者
に
対
す
る
学
納
金
の
返
還
に
っ
い
て
は
募
集
要
項
に
明
示
し
て
い
る
。
 

退
学
者
へ
の
授
業
料
返
還
の
取
り
扱
い
に
っ
い
て
、
学
則
を
改
正
し
、
よ
り
具
体
的
か
っ
明
確
に
す
る
予
定
 

で
あ
る
。
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基準8 財 務 

8-28 財務基盤 

可
  

当該専門学校では、定員充足率、入学者比率といずれも定員を割り込んでいるものの、学生

生徒納付金は 3 年間で増加傾向にあるところから収入面では特に問題は見受けられない。 

支出面においても人件費比率、教育研究費比率は、全国平均に比して低く抑えられており、消

費収支は収入超過となっている。このことから学校部門においての財務分析上の問題はないと

思われる。 

一方、法人部門では、繰越消費支出超過額が、ある程度改善されたものの依然解消には至

っていない。単年度でも支出超過となっており、一層の改善への取組みが望まれる。 

財務基盤に関する自己評価では、帰属収支差額がプラスであることを目標とし、詳細な財務

比率を計算し、財務分析を行っている。これらの分析等を生かし、財務状況の改善が図られるよ

う期待する。 

8-29 予算・収支計画 

可
  

中長期の目標・計画は、自己評価の記述でも将来構想は抽象的な表現で、定性・定量的な

計画の策定が課題であるとしており、早急な策定が望まれる。 

事業計画にっいては、学校部門のみが提出されているが、設置法人全体の財務改善という

課題があることから法人全体の事業計画の策定が望まれる。 

8-30 監査 

可  

監
事
は
、
寄
附
行
為
に
基
づ
き
監
査
を
実
施
し
、
監
査
報
告
書
を
理
事
会
・
評
議
員
会
に
提
出
し
て
い
る
。
 

監
査
法
人
は
、
法
人
本
部
及
び
学
校
で
財
務
処
理
が
適
正
に
実
施
さ
れ
て
い
る
か
監
査
を
行
っ
て
い
る
。
 

当
該
専
門
学
校
で
は
、
年

1回
、
1
0

月
に
学
校
と
し
て
の
監
査
を
実
施
し
て
お
り
、
法
人
本
部
に
お
い
て
は
、
 

学
校
の
会
計
処
理
が
適
正
に
実
施
さ
れ
て
い
る
か
、
年

1
1

回
の
監
査
を
実
施
し
て
い
る
。
 

監
査
法
人
か
ら
は
、
会
計
処
理
の
適
正
化
を
指
示
さ
れ
、
適
切
に
修
正
を
行
っ
て
い
る
。
 

監
査
報
告
書
に
改
善
意
見
が
記
載
さ
れ
た
場
合
は
、
改
善
計
画
及
び
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
監
査
法
人
に
回
答
 

し
、
 
承
認
を
受
け
た
後
、
計
画
に
基
づ
き
改
善
を
実
施
し
て
い
る
。
 

8-31 財務情報の公開 

可  

財務情報にっいては平成 26(2014）年度よりホームページ上に公表している。 
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基準9 法令等の遵守 

9-32 関係法令、設置基準等の遵守 

可
  

専修学校及び栄養士養成指定施設として関連する法令等を遵守し、学校運営、教育活動を

行っている。 

また、ISO 1400 1 を取得しており、環境改善の国際標準規格に基づき環境問題に取組んでい

る。 

9-33 個人情報保護 

可  

個
人
情
報
保
護
の
対
応
と
し
て
、
教
職
員
室
の
出
入
り
に
関
し
て
は
、
役
員
・
教
職
員
以
外
は
原
則
禁
止
と
 

し
、
教
職
員
は

I
D

カ
ー
ド
の
携
帯
を
原
則
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
夜
間
・
休
日
等
校
内
に
教
職
員
が
不
在
の
時
 

間
帯
は
警
備
会
社
に
委
託
し
て
い
る
。
 

P
C

に
よ
る
デ
ー
タ
べ
ー
ス
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
許
可
設
定
が
な
さ
れ
て
お
り
、
全
教
職
員
に
対
し
て
は
、
個
人
 

情
報
保
護
に
関
す
る

W
e
b

を
利
用
し
た
悉
皆
研
修
を
実
施
し
て
い
る
こ
と
は
評
価
で
き
る
。
 

個
人
情
報
保
護
に
っ
い
て
、
設
置
法
人
で
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
規
程
を
定
め
て
お
り
、
学
内
ネ
ッ
ト
ワ
 

ー
ク
シ
ス
テ
ム
の
取
扱
い
に
っ
い
て
は
管
理
責
任
者
及
び
取
扱
者
を
選
任
し
て
運
営
す
る
と
し
て
い
る
が
、
個
 

人
情
報
保
護
に
っ
い
て
の
管
理
体
制
等
は
、
規
定
に
基
づ
き
、
教
職
員
が
十
分
理
解
し
た
上
で
、
適
正
に
運
 

用
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
 

9-34 学校評価 

可  

自
己
点
検
・
自
己
評
価
に
っ
い
て
は
毎
年
定
期
的
に
実
施
し
て
い
る
が
、
実
施
体
制
に
っ
い
て
は
事
務
局
 

の
一
部
に
と
ど
ま
ら
ず
委
員
会
を
設
置
す
る
な
ど
学
校
全
体
で
の
取
組
み
が
望
ま
れ
る
。
 

学
校
関
係
者
評
価
の
実
施
体
制
に
っ
い
て
は
、
委
員
を
企
業
等
の
役
員
ま
た
は
職
員
、
保
護
者
、
卒
業
生
 

よ
り
選
任
し
、
定
期
的
に
実
施
し
て
い
る
。
 

自
己
評
価
・
学
校
関
係
者
評
価
と
も
に
、
結
果
を
報
告
書
に
ま
と
め
、
評
価
概
要
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
公
表
 

し
て
い
る
。
 

9-35 教育情報の公開 

可  

教育情報にっいては、学校の概要、教育内容、資格取得実績、就職実績、自己点検・自己

評価報告書（概要）、学校関係者評価報告書（概要）、財務情報、職業実践専門課程基本情

報等をホームページ上に公表している。 
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基準10 社会貢献.地域貢献 

10-36 地域貢献・社会貢献 

可
  

地域住民を招待した健康講話・試食会「池尻ふれあい会」の実施や、世田谷公共施設のせ

たがやがやがや館との連携事業、地域の人々への学園祭開催案内など、積極的に地域貢献活

動を行っている。 

また、設置法人の取組みとして、産学コラボ研究会では、企業との商品官能検査や弁当の共

同開発を実施しており、その他、子供から大人までを対象にした栄養に係る講座「食育活動」な

ど、多くの社会貢献活動等を展開している。 

10一37 ボランテイア活動 

可
  

現在、年 3 回の学校周辺の清掃活動および年 1回の学内での献血活動を実施している。 

今後の課題として、大規模災害時の対応、平成 32 (2020）年の東京オリンピック開催なども視

野に置き、自分たちの果たすべき役割にっいて学生に自覚させるため、ボランテイア活動をさら

に推奨していきたいとしている。 

-101- 


